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大規模損壊発生時の対応フロー（概要）

緊急地震速報，大津波警報，外部からの情報
連絡，衝撃音，衝突音等により事象を検知（大

規模損壊発生に相当する事象も含む）

中央制御室の状況，プラント状態の
大まかな確認及び把握

プラント状態確認チェックシートに基づく
状況確認

初動対応フローに基づいて，事象進展に応じた対
応操作を選定し，実施する

大規模損壊の発生を判断
(初動対応フローに基づく対応開始)

可搬型代替電源車 ケーブル敷設訓練 放水砲による放水訓練

大規模損壊への対応（2.1_可搬型設備等による対応）

大規模な自然災害又は故意による大型航空機の衝突その他のテロリズムにより，大規模な損壊が発生した場合に，様々な事態において柔軟に対応でき
る手順書，体制及び設備・資機材の整備を行う。

➢ 手順書の整備

• 設計基準を超えるような規模の自然災害及び故意による大型航空機の衝突その他のテロリ

ズムを想定し，使える可能性のある設備，資機材及び要員を最大限に活用した多様性及

び柔軟性を有する手順書を整備（右図参照）

➢ 体制の整備

• 大規模損壊の発生により，要員の被災等による非常時の体制が部分的に機能しない場合

においても流動性を持って柔軟に対応できる体制を整備

• 通常の指揮命令系統が機能しない場合及び残存する資源等を最大限活用しなければなら

ない事態を想定した教育・訓練を実施

➢ 設備及び資機材の配備

• 大規模な自然災害又は故意による大型航空機の衝突その他のテロリズムの共通要因で，

同時に複数の可搬型重大事故等対処設備が機能喪失しないように保管場所を分散し，か

つ，十分離して配備（前頁図参照）

大規模損壊対応の要求事項・・・技術的能力2.1
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重大事故等の有効性評価 （1/7）

炉心損傷防止対策の有効性評価
➢ 想定する事故シーケンスグループは，次の２つを評価対象とし，事故シーケンスグループから重要事故シーケンスを選定し有効性評価を実施する。

(a)必ず想定する事故シーケンスグループ
(b)個別プラント評価により抽出した事故シーケンスグループ

➢ 個別プラントの内部事象確率論的リスク評価（以下，「PRA」）及び外部事象PRAまたはそれに代わる方法で評価する。
➢ PRAの結果，(a)に含まれない有意な炉心損傷頻度又は影響をもたらす事故シーケンスグループが抽出された場合には，想定する事故シーケンスグ

ループとして追加する。

〈個別プラントのPRA〉
   ・内部事象
   ・外部事象（適用可能なもの）
   ⇒ 地震，津波

〈PRAに代わる方法による評価〉
   その他の外部事象
 ⇒ 火災，溢水，洪水，風（台風） ，
    竜巻，凍結，降水，積雪，人為事象 等
 ⇒ これらの外部事象により誘発される起因事象

 について検討することで概略評価を実施

(b)個別プラント評価
（重大事故等対策を考慮せず評価）

〈重要事故シーケンス選定〉
・事故シーケンスグループごとに重
要事故シーケンスを選定し，炉心
損傷防止対策の有効性を確認

炉心損傷防止対策の
有効性評価へ

〈格納容器破損防止を図る
事故シーケンスの確認〉

・国内外の先進的な対策を考慮
しても炉心損傷防止対策を講じる
ことが困難な事象であっても格納
容器破損防止対策に期待できる
ことを確認

格納容器破損防止対策の
有効性評価へ

＜新たな事故シーケンスグループと
しての追加の要否確認＞
(a)の事故シーケンスグループと炉
心損傷頻度又は影響度の観点か
ら同程度であるか等から総合的に
判断した結果，新しいグループとし
て追加不要と判断。

国内外の先進的な対策を考慮しても
炉心損傷防止が困難な事故シーケンス
   例：原子炉補機冷却機能喪失＋補助給水失敗
        大破断LOCA＋ECCS注入失敗 等

原子炉格納容器の機能に期待できるもの

  
 ⑦原子炉格納容器の除熱機能喪失  
 ⑧格納容器バイパス
  （IS-LOCA、蒸気発生器伝熱管破損）

原子炉格納容器の機能に期待することが困難なもの

 ①２次冷却系からの除熱機能喪失
   ②全交流動力電源喪失
   ③原子炉補機冷却機能喪失
   ④原子炉停止機能喪失
   ⑤ＥＣＣＳ注水機能喪失
   ⑥ＥＣＣＳ再循環機能喪失

 

 

 

(a)必ず想定する事故シーケンスグループ

・原子炉建屋損傷
・原子炉格納容器損傷
・原子炉補助建屋損傷
・複数の信号系損傷
・蒸気発生器伝熱管破損（複数本破損）
・複数の安全機能喪失

（a）以外の事故シーケンスグループ
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重要事故シーケンスの選定結果 有効性評価における安全機能喪失に対する仮定

事故シーケンスグループ 重要事故シーケンス
プラント状態 交流電源

2次系
の冷却

1次系の冷却
格納容器
の冷却制御棒

の挿入
1次冷却材

の喪失
補機冷却

高圧
注入系

低圧
注入系

炉
心
損
傷

① ２次冷却系からの除熱機能喪失 ・主給水流量喪失＋補助給水失敗 成功 なし あり 喪失 あり あり あり

② 全交流動力電源喪失 ・外部電源喪失＋非常用所内交流電源喪
失＋原子炉補機冷却機能喪失＋RCPシー
ルLOCA

成功
シールリーク/
シールLOCA

喪失
1台のみ
（ﾀｰﾋﾞﾝ
駆動）

従属的に使用不能
③ 原子炉補機冷却機能喪失

④ 原子炉停止機能喪失
・主給水流量喪失＋原子炉トリップ失敗
・負荷の喪失＋原子炉トリップ失敗

失敗 なし あり あり あり あり あり

⑤ ECCS注水機能喪失 ・中破断LOCA＋高圧注入失敗 成功 中LOCA あり あり
注入不

能
あり あり

⑥ ECCS再循環機能喪失
・大破断LOCA＋低圧再循環失敗＋高圧
再循環失敗

成功 大LOCA あり
期待
できず

再循環
不能

再循環
不能

あり

⑦ 原子炉格納容器の除熱機能喪失  
・大破断LOCA＋低圧再循環失敗＋格納
容器スプレイ注入失敗

成功 大LOCA あり
期待
できず

あり
再循環
不能

注入不能

⑧

格納容器バイパス（インターフェイスシス
テムLOCA、蒸気発生器伝熱管破
損）

・インターフェイスシステムLOCA
・蒸気発生器伝熱管破損＋破損側蒸気発
生器隔離失敗

成功
1次冷却材が格納容器外に流出（バイパス経路は，余熱除去系又
は蒸気発生器）

炉心損傷防止対策の有効性評価における安全機能喪失に対する仮定

重大事故等の有効性評価 （2/7）

評価項目 判断基準

(1)燃料被覆管最高温度及び燃料被覆管の酸化量 1,200℃以下及び酸化反応が著しくなる前の被覆管厚さの15％以下であること

(2)原子炉冷却材圧力バウンダリにかかる圧力 最高使用圧力17.16MPa[gage]の1.2倍の圧力20.592MPa[gage]を下回ること

(3)原子炉格納容器バウンダリにかかる圧力 最高使用圧力0.283MPa[gage]又は限界圧力（最高使用圧力の2倍）である0.566MPa[gage]を下回ること

(4)原子炉格納容器バウンダリに係る温度 最高使用温度132℃又は限界温度200℃を下回ること

炉心損傷防止対策の有効性を確認するための評価項目及び判断基準
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重大事故等の有効性評価 （3/7）

格納容器破損防止対策の有効性評価
➢ 想定する格納容器破損モードは，次の２つを評価対象とし，格納容器破損モードから評価事故シーケンスを選定し有効性評価を実施する。

(a)必ず想定する格納容器破損モード
(b)個別プラント評価により抽出した格納容器破損モード

➢ 個別プラントの内部事象PRA及び外部事象PRAまたはそれに代わる方法で評価する。
➢ PRAの結果，(a)に含まれない格納容器破損モードが抽出された場合には，想定する格納容器破損モードとして追加する。

❶雰囲気圧力・温度による静的負荷（格納容器過圧破損）

❷雰囲気圧力・温度による静的負荷（格納容器過温破損）

❸高圧溶融物放出／格納容器雰囲気直接加熱

❹原子炉圧力容器外の溶融燃料―冷却材相互作用

❺水素燃焼

❻溶融炉心・コンクリート相互作用

(a)必ず想定する格納容器破損モード

・格納容器バイパス（（SGTR），（IS-LOCA））
  ・格納容器先行破損

〈評価事故シーケンス選定〉
・格納容器破損モード毎の
事故進展がもっとも厳しいも
のを評価事故シーケンスとし
て選定

格納容器破損防止対策の
有効性評価へ

〈炉心損傷損防止を図る
シーケンスの確認〉

・炉心損傷後の格納容器
機能に期待できないため，
炉心の著しい損傷を防止す
る対策に有効性があることを
確認

炉心損傷防止対策の
有効性評価へ

＜新たな評価事故シーケンス
としての追加要否確認＞
事象の特徴，頻度等を考慮
し，格納容器破損モード及
び評価事故シーケンスへの追
加は不要と判断

・格納容器直接接触（シェルアタック）

    ⇒ 該当なし（PWR構造上対象外と判断）

適用を除外したもの

（a）以外の格納容器破損モード

・原子炉容器内での水蒸気爆発
  ・格納容器隔離失敗
・格納容器バイパス（TI-SGTR）

＜個別プラントのPRA＞
・内部事象

＜PRAに代わる方法による評価＞
・外部事象

(b)個別プラント評価
（重大事故等対策を考慮せず評価）
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評価事故シーケンスの選定結果 有効性評価における安全機能喪失に対する仮定

格納容器破損モード 評価事故シーケンス
プラント状態 交流電源

2次系
の冷却

1次系の冷却
格納容器
の冷却制御棒

の挿入
1次冷却材

の喪失
補機冷却

高圧
注入系

低圧
注入系

格
納
容
器
破
損

❶
雰囲気圧力・温度による静的負荷
（原子炉格納容器過圧破損）

・大破断LOCA＋低圧注入失敗＋高圧注入
失敗＋格納容器スプレイ注入失敗

成功 大LOCA 喪失
期待
できず

注入
不能

注入
不能

注入
不能❹

原子炉圧力容器外の溶融燃料―冷
却材相互作用

❻ 溶融炉心・コンクリート相互作用   

❷
雰囲気圧力・温度による静的負荷
（原子炉格納容器過温破損）

・外部電源喪失＋非常用所内交流電源喪失
成功 従属的に

シール部
喪失 喪失 従属的に使用不能

❸
高圧溶融物放出／格納容器雰囲気
直接加熱

❺ 水素燃焼   ・大破断LOCA＋低圧注入失敗 成功 大LOCA あり
期待
できず

注入
不能

注入
不能

あり

代替するSA機能 44条 注水 48,57条 45,46,47条
49,50,
51,52条

重大事故等の有効性評価 （4/7）

格納容器破損防止対策の有効性評価における安全機能喪失に対する仮定

評価項目 判断基準

(1)原子炉格納容器バウンダリにかかる圧力 限界圧力（最高使用圧力0.283MPa[gage]の2倍）である0.566MPa[gage]を下回ること

(2)原子炉格納容器バウンダリに係る温度 限界温度200℃を下回ること

(3)放射性物質の総放出量 放射性物質による環境への汚染の観点も含め，環境への影響をできるだけ小さくとどめるものであること

(4)原子炉冷却材圧力 原子炉圧力容器の破損までに，原子炉冷却材圧力は2.0MPa[gage]以下に低減されていること

(5)原子炉格納容器バウンダリ機能
急速な原子炉圧力容器外の溶融燃料－冷却材相互作用による熱的・機械的荷重によって，原子炉格納容器バウンダリの
機能が喪失しないこと

(6)原子炉格納容器内の水素濃度 原子炉格納容器内の水素濃度がドライ条件に換算して13vol％以下であること

(7)原子炉格納容器バウンダリにかかる圧力 可燃性ガスの蓄積，燃焼が生じた場合においても，(1)の判断基準を満足すること

(8)原子炉格納容器構造部材の支持機能及び
溶融炉心の冷却

溶融炉心による侵食によって，原子炉格納容器の構造部材の支持機能が喪失しないこと及び溶融炉心が適切に冷却され
ること

格納容器破損防止対策の有効性を確認するための評価項目及び判断基準
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使用済燃料ピットの燃料損傷防止対策の有効性評価
➢ 使用済燃料ピット内に貯蔵されている燃料の著しい損傷に至る可能性がある次の２つを評価対象とし，、有効性

評価を実施する
(a)想定事故１：冷却機能又は注水機能の喪失で，ピット水温が上昇し蒸発によりピット水位が低下する事故
(b)想定事故２：使用済燃料ピット水の小規模な喪失が発生し，ピット水位が低下する事故

燃料損傷防止対策の
有効性評価へ

重大事故等の有効性評価 （5/7）

使用済燃料ピットの燃料損傷防止対策の有効性評価における安全機能喪失に対する仮定

想定事故 有効性評価における安全機能喪失に対する仮定

燃
料
損
傷

➀ 想定事故１

・使用済燃料ピットの冷却機能又は注水機能が喪失する
ことにより，使用済燃料ピット内の水の温度が上昇し，蒸
発により水位が低下する事故 ・使用済燃料ピット冷却機能喪失

・使用済燃料ピット注水機能喪失

➁ 想定事故２
・サイフォン現象等により使用済燃料ピット内の水の小規
模な喪失が発生し，使用済燃料ピットの水位が低下する
事故

判断基準

(1)燃料有効長頂部が冠水してること

(2)放射線の遮蔽が維持される水位を確保すること

(3)未臨界が維持されていること

使用済燃料ピットの燃料損傷防止対策の有効性を確認するための判断基準
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重大事故等の有効性評価 （6/7）

運転停止中原子炉における燃料損傷防止対策の有効性評価
➢ 想定する運転停止中事故シーケンスグループは，次の２つを評価対象とし，事故シーケンスグループから重要事故シーケンスを選定し有効性評価を実

施する。
(a)必ず想定する運転停止中事故シーケンスグループ
(b)個別プラント評価により抽出した運転停止中事故シーケンスグループ

➢ 個別プラントの内部事象PRA及び外部事象PRAまたはそれに代わる方法で評価する。

①崩壊熱除去機能喪失

（RHRの故障による停止時冷却機能喪失）

②全交流動力電源喪失

③原子炉冷却材の流出

④反応度の誤投入

〈個別プラントのPRA〉

   ・内部事象

〈PRAに代わる方法による評価〉
   ・地震，津波
 ・その他の外部事象
 ⇒ 火災，溢水，洪水，風（台風） ，

竜巻，凍結，降水，積雪，人為事象 等
 ⇒ これらの外部事象により誘発される起因事象
 について検討することで概略評価を実施

(a)必ず想定する
運転停止中事故シーケンスグループ

事故シーケンスグループごとに重
要事故シーケンスを選定し，燃
料損傷防止対策の有効性を
確認

燃料損傷防止対策の
有効性評価へ

(b)個別プラント評価により抽出するもの
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重要事故シーケンスの選定結果 有効性評価における安全機能喪失に対する仮定

事故シーケンスグループ 重要事故シーケンス プラント状態

交流電源 1次系の冷却

補機冷却
高圧

注入系
余熱除去系

化学体積
制御系

燃
料
損
傷

➀

崩壊熱除去機能喪失

（RHRの故障による停止時冷却機能喪

失）

・余熱除去機能喪失
燃料取出前の
ミッドループ運転

あり 注入不能 注入不能 注入不能

➁ 全交流動力電源喪失 ・外部電源喪失＋非常用所内交流電源喪失
燃料取出前の
ミッドループ運転

喪失 従属的に使用不能

➂ 原子炉冷却材の流出 ・原子炉冷却材圧力バウンダリ機能喪失
燃料取出前の
ミッドループ運転

あり あり 注入不能 あり

④ 反応度の誤投入 ・反応度の誤投入 原子炉起動時 あり あり あり あり

運転停止中の燃料損傷防止対策の有効性評価における安全機能喪失に対する仮定

重大事故等の有効性評価 （7/7）

判断基準

(1)燃料有効長頂部が冠水してること

(2)放射線の遮蔽が維持される水位を確保すること

(3)未臨界を確保すること（ただし，通常の運転操作における臨界又は燃料の健全性に影響を与えない一時的かつ僅かな出力上昇を伴う臨界は除く）

運転停止中の燃料損傷防止対策の有効性を確認するための判断基準
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Ｚ

補助給水ピット

２次系純水タンク

Ａ－余熱除去ポンプ

Ａ－高圧注入ポンプ

Ｂ－格納容器
スプレイポンプ

格納容器
再循環ユニット

電動補助給水ポンプ

タービン動補助給水ポンプ

ほう酸注入タンク

代替格納容器スプレイポンプ

燃料取替用水
ピット

Ａ－格納容器再循環サンプ

原子炉
容器

１次冷却
材ポンプ

蓄
圧
タ
ン
ク

蒸気
発生器

Ｂ－充てんポンプ

加圧器逃がし
タンク

屋外

Ｆ

アニュラス空気
浄化ファン

排気筒

冷却
コイル

Ｍ

Ｍ

再生熱
交換器

Ａ－余熱除去冷却器

Ｂ－格納容器スプレイ冷却器

Ａ－格納容器
スプレイポンプ

Ａ－格納容器スプレイ冷却器

Ｂ－高圧注入ポンプ

Ｂ－余熱除去ポンプ
Ｂ－余熱除去冷却器

Ｃ－充てんポンプ

Ａ－充てんポンプ

Ｂ－格納容器再循環サンプ

※１
※２

※１

タービン

※３

※２

※４

原子炉補機
冷却水冷却器

海水

原子炉補機冷却水ポンプ

原子炉補機冷却水
サージタンク

原子炉補機冷却水サージタンク
加圧用可搬型窒素ガスボンベ

原水槽

M

※３

※４

M
M

水中ポンプ

M

主蒸気
隔離弁

ガス試料
採取装置

ガスサンプル冷却器

湿分分離器

ガスサンプリング
圧縮装置

可搬型代替ガス
サンプリング
圧縮装置

主給水ポンプ

M

Ｍ

M
M

M
M

L

可搬型大型
送水ポンプ車

M

Ｄ／Ｇ代替
非常用
発電機

Ｄ／Ｇ

DC電源

ＣＣＷ

代替給水ピット

M
M

※5 Ａループ
※6 Ｃループ

※5

※6 原子炉
トリップ
スイッチ

原子炉
トリップ遮断器

停止

安全保護盤

M

共通要因故障対策盤
(自動制御盤)(ATWS緩和設備)

主蒸気
逃がし弁 主蒸気

安全弁
加圧器
逃がし弁

加圧器
安全弁

加
圧
器

タービン
トリップ信号

制御棒
駆動装置

格納容器
水素イグナイタ

格納容器内
水素処理装置

原子炉格納容器

体積制御
タンク

ほう酸ポンプ

ほう酸タンク

１次系純水
タンク

ほう酸
混合器

①全交流動力電源喪失（RCPシールLOCAが発生する場合）

重大事故等対処設備による対応
➀．2次冷却系強制冷却による炉心冷却・

減圧
➁．代替非常用発電機を用いた代替炉心

注水（代替格納容器スプレイポンプ）
による炉心冷却・水位回復

➂．代替再循環（A-高圧注入ポンプ）に
よる炉心長期冷却

➃．格納容器内自然対流冷却による原子
炉格納容器除熱

B

A

➀

➁

➂

➂

➂ ➃

➃

（逃がし弁開操作）

（代替冷却水供給）

（代替補機冷却）
（代替給電）

（代替給電）

（全交流電源喪失）

（原子炉補機冷却機能喪失）

（注水完了後，再循環水源）

（水源補給）

（シールLOCA）

（代替給電）

Ｂ

A

A

➀

（格納容器内自然対流冷却）

➀

全交流動力電源喪失（RCPシールLOCAが発生する場合）の有効性評価において想定する事象
A．外部電源及び非常用所内交流電源の機能喪失 全交流電源を喪失し駆動電源がなくなる。
B．全交流電源の喪失により原子炉補機冷却機能を喪失 原子炉補機冷却水の供給ができなくなる。

交流電源を駆動源とする蒸気発生器２次側からの冷却，高圧・低圧注入系による炉心注水，原子炉補機冷却水系による除熱ができなくなる。
原子炉補機冷却水系の喪失により，１次冷却材ポンプシール部への注水，冷却ができなくなる。
１次冷却材ポンプシール部から１次冷却材が漏えい等により，１次冷却材の保有水量が減少し，炉心損傷に至る。

A
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①全交流動力電源喪失（RCPシールLOCAが発生する場合）

全交流動力電源喪失（RCPシールLOCAが発生する場合）の重大事故等対策の有効性評価結果
評価項目について，解析結果が判断基準を満足することを確認
解析結果の例として，１次冷却材圧力，燃料被覆管温度，原子炉格納容器圧力の推移を示す

全交流動力電源喪失（RCPシールLOCAが発生する場合）の重大事故等対策に必要な要員・資源の評価結果
事故対応に必要となる「要員，水源，燃料，電源」を確保しており，重大事故等の対応は可能である。

・ 燃料被覆管の最高温度が1200℃以下 及び 燃料被覆管の酸化量は被覆管厚さの15%以下
・ 原子炉冷却材圧力バウンダリの最高使用圧力の1.2倍以下
・ 原子炉格納容器の最高使用圧力の2倍以下 及び 限界温度200℃以下

評価項目と判断基準

事象発生の約81時間後に原子炉格納容器圧力
が0.179MPa[gage]に到達後，格納容器内自然
対流冷却を開始することにより，原子炉格納容器
圧力は約0.135MPa[gage] で維持される。

燃料被覆管の最高温度は，炉心は冠水状態にあ
ることから初期値（約380℃）を上回ることなく，
1,200℃を下回る。

16

12

8

4

0

１
次
系
圧
力

24201612840

時　間　（時）

（MPa[gage]）

RCPシール部からの漏えいによる
１次冷却材圧力の低下

約1.7MPa[gage]到達（約55分）

主蒸気逃がし弁開放による2次冷却系強
制冷却開始（30分）

代替格納容器スプレイポンプによる炉心への
注水開始（0.7MPa[gage]，約2.2時間）

圧力・温度の保持

初期値：
約15.9MPa[gage]

＊

＊：炉心圧力を表示

＊
１
次
冷
却
材
圧
力

炉心崩壊熱が蒸気発生器２次側による除熱量を上回る
ことにより，１次冷却材圧力が上昇に転じる。

蓄圧注入開始（約39分）

１次冷却材圧力は，初期値（約15.9MPa[gage]以
下となり，原子炉冷却材圧力バウンダリにかかる
圧力は約16.2MPa[gage]にとどまり，最高使用圧
力の1.2倍（20.592MPa[gage]）を下回る。

図 原子炉格納容器圧力の推移図 １次冷却材圧力の推移 図 燃料被覆管温度の推移

1.0

0.8

0.6

0.4

0.2

0.0

格
納
容
器
内
圧
力

24201612840

時　間　（時）

（MPa[gage]） 最高使用圧力：0.283MPa[gage]

RCPシール部からの漏えいによる圧力の上昇

原子炉格納容器内ヒートシンクの熱吸収による圧力の低下

代替格納容器スプレイポンプによる炉心への
注水開始（約2.2時間）

原
子
炉
格
納
容
器
圧
力

要員
水源

（燃料取替用水ピット）
水源

（補助給水ピット）
燃料 電源

対応に必要な
要員数・量

21名
約51時間後にピット水位低となるが，
この時点で高圧代替再循環運転に移行が可能

ピットの枯渇まで約7.4時間に対し，5.4時間以降は海水補
給を行う

183.3kL 1,638kW

確保している
要員数・量

36名 1,700m3+格納容器再循環サンプ 570m3+海水補給 595kL 2,760kW
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Ｚ

補助給水ピット

２次系純水タンク

Ａ－余熱除去ポンプ

Ａ－高圧注入ポンプ

Ｂ－格納容器
スプレイポンプ

格納容器
再循環ユニット

電動補助給水ポンプ

タービン動補助給水ポンプ

ほう酸注入タンク

代替格納容器スプレイポンプ

燃料取替用水
ピット

Ａ－格納容器再循環サンプ

原子炉
容器

１次冷却
材ポンプ

蓄
圧
タ
ン
ク

蒸気
発生器

Ｂ－充てんポンプ

加圧器逃がし
タンク

屋外

Ｆ

アニュラス空気
浄化ファン

排気筒

冷却
コイル

Ｍ

Ｍ

再生熱
交換器

Ａ－余熱除去冷却器

Ｂ－格納容器スプレイ冷却器

Ａ－格納容器
スプレイポンプ

Ａ－格納容器スプレイ冷却器

Ｂ－高圧注入ポンプ

Ｂ－余熱除去ポンプ
Ｂ－余熱除去冷却器

Ｃ－充てんポンプ

Ａ－充てんポンプ

Ｂ－格納容器再循環サンプ

※１
※２

※１

タービン

※３

※２

※４

原子炉補機
冷却水冷却器

海水

原子炉補機冷却水ポンプ

原子炉補機冷却水
サージタンク

原子炉補機冷却水サージタンク
加圧用可搬型窒素ガスボンベ

原水槽

M

※３

※４

M
M

水中ポンプ

M

主蒸気
隔離弁

ガス試料
採取装置

ガスサンプル冷却器

湿分分離器

ガスサンプリング
圧縮装置

可搬型代替ガス
サンプリング
圧縮装置

主給水ポンプ

M

Ｍ

M
M

M
M

L

可搬型大型
送水ポンプ車

M

Ｄ／Ｇ代替
非常用
発電機

Ｄ／Ｇ

DC電源

ＣＣＷ

代替給水ピット

M
M

※5 Ａループ
※6 Ｃループ

※5

※6 原子炉
トリップ
スイッチ

原子炉
トリップ遮断器

停止

安全保護盤

M

共通要因故障対策盤
(自動制御盤)(ATWS緩和設備)

主蒸気
逃がし弁 主蒸気

安全弁
加圧器
逃がし弁

加圧器
安全弁

加
圧
器

タービン
トリップ信号

制御棒
駆動装置

炉心損傷

格納容器内
水素処理装置

格納容器
水素イグナイタ

原子炉格納容器

体積制御
タンク

ほう酸ポンプ

ほう酸タンク

１次系純水
タンク

ほう酸
混合器

②雰囲気圧力・温度による静的負荷（格納容器過圧破損）

（LOCA）

B

①

（代替給電）

B

（代替冷却水供給）

（水源補給）

②

（全交流電源喪失）
B

B（代替給電）

②

重大事故等対処設備による対応
➀．代替非常用発電機を用いた代替格納

容器スプレイ（代替格納容器スプレイ
ポンプ）による原子炉格納容器雰囲気
の冷却

➁．格納容器内自然対流冷却による原子
炉格納容器除熱

（原子炉補機冷却機能喪失）

（格納容器内自然対流冷却）

A

雰囲気圧力・温度による静的負荷（格納容器過圧破損）の有効性評価において想定する事象
A．大破断LOCAの発生
B．全交流動力電源喪失 高圧，低圧注入機能，格納容器スプレイ注入機能の喪失 炉心が溶融 原子炉容器が破損

原子炉格納容器内へ流出した水蒸気，非凝縮性ガスが蓄積 原子炉格納容器圧力が上昇し，原子炉格納容器破損に至る。

B
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300

200

100

0
7260483624120

時　間　(時)

格
納
容
器
内
雰
囲
気
温
度

(℃)

格納容器限界温度（200℃）

②雰囲気圧力・温度による静的負荷（格納容器過圧破損）

雰囲気圧力・温度による静的負荷（格納容器過圧破損）の重大事故等対策の有効性評価結果
評価項目について，解析結果が判断基準を満足することを確認
解析結果の例として，原子炉格納容器圧力，原子炉格納容器雰囲気温度の推移を示す

・ 原子炉格納容器の最高使用圧力の2倍以下 及び 限界温度200℃以下

評価項目と判断基準

 

MAAPは大破断LOCA時の事象初期の適用性が低いため， 
原子炉設置許可申請書添付書類十「3.5.1 原子炉冷却材喪失」の結果を

参照。（事象初期の最高圧力：約0.241MPa[gage]＊２） 

1.6

1.2

0.8

0.4

0.0
7260483624120

時　間　(時)

原
子
炉
格
納
容
器
圧
力

(MPa[gage])

格納容器限界圧力（0.566MPa[gage](最高使用圧力の2倍)）

原子炉容器破損(約1.6時間) 

溶融炉心流出停止（約2.8時間）に伴い， 
圧力上昇が緩和 

原子炉格納容器の限界圧力 0.566MPa[gage] 

・可搬型大型送水ポンプ車を用いた格納容器内自然対流冷却の開始（24時間） 

・代替格納容器スプレイポンプによる代替格納容器スプレイの停止（24時間） 

最大値約0.360MPa[gage] 
（約45時間） 

下部プレナムへ溶融炉心が落下 

72時間時点で 

約0.337MPa[gage] 

＊１：原子炉格納容器圧力の推移はMAAPによる解析結果を示している 

＊２：原子炉設置許可申請書添付書類十「3.5.1 原子炉冷却材喪失」の結果 

＊１ 

事象発生の約49時間後に原子炉格納容器雰囲
気温度が約137℃に到達し，以降は低下傾向と
なっていることから，原子炉格納容器バウンダリ
にかかる温度は200℃）を下回る。

事象発生の約45時間後に原子炉格納容器圧力
が約0.360MPa[gage]に到達し，以降は低下傾向
となっていることから，原子炉格納容器の最高使
用圧力の２倍（0.566MPa[gage]）を下回る。

図 原子炉格納容器雰囲気温度の推移図 原子炉格納容器圧力の推移

雰囲気圧力・温度による静的負荷（格納容器過圧破損）の重大事故等対策に必要な要員・資源の評価結果
事故対応に必要となる「要員，水源，燃料，電源」を確保しており，重大事故等の対応は可能である。

要員
水源

（燃料取替用水ピット）
水源

（補助給水ピット）
燃料 電源

対応に必要な
要員数・量

21名
事象発生約49分後から約12.9時間まで使用可能であり，
10.9時間以降は海水補給が可能

― 183.3kL 546kW

確保している
要員数・量

36名 1,700m3+海水補給 ― 595kL 2,760kW
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③使用済燃料ピット 想定事故１

重大事故等対処設備による対応
➀．注水（可搬型大型送水ポンプ車）に

よる使用済燃料ピット水位の回復

A

A

①（SFP冷却機能喪失）

A

A （補機冷却機能喪失）

想定事故１の有効性評価において想定する事象
A．全交流動力電源喪失 使用済燃料ピットの冷却機能及び注水機能が喪失 使用済燃料ピット水温が徐々に上昇

使用済燃料ピット水が沸騰して蒸発することによって使用済燃料ピット水位が低下し，燃料が露出し燃料損傷に至る。

A
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③使用済燃料ピット 想定事故１

想定事故１の重大事故等対策の有効性評価結果
評価項目について，評価結果が判断基準を満足することを確認
評価結果の例として，許容水位到達時間を示す

・ 燃料有効長頂部が冠水していること
・ 放射線の遮蔽が維持される水位を確保すること
・ 未臨界が維持されていること

注水がない場合，事象発生の約6.6時間後に水
温が100℃に到達し，約1.6日後に放射線の遮蔽
が維持される最低水位まで低下するが，事象発
生の約4.4時間に注水が可能となる。

評価項目と判断基準

表 使用済燃料ピットの許容水位到達時間評価結果

図 使用済燃料ピット水位概要図

燃料集合体

4.25m

水位約3.37m※低下

約7.62m

通常水位

 評価結果 

① 3.3m※分の評価水量（m3） 

 Ａ－使用済燃料ピット 約210m3 

Ｂ－使用済燃料ピット 約310m3 

Ａ，Ｂ－使用済燃料ピット間 約5m3 

燃料取替キャナル 約45m3 

燃料検査ピット 約60m3 

合計 約630m3 

② 崩壊熱による保有水蒸発水量 約19.16m3/h 

③ 3.3m水位低下時間（①／②） 約32.8時間 

④ 水温100℃までの時間 約6.6時間 

合計（③＋④） 約1.6日（約39.4時

間） 

 

想定事故１の重大事故等対策に必要な要員・資源の評価結果
事故対応に必要となる「要員，水源，燃料，電源」を確保しており，重大事故等の対応は可能である。

要員 水源 燃料 電源

対応に必要な
要員数・量

20名

海水
間欠的に注水（25m3/h）

559.8kL ディーゼル
発電機
による給電確保している

要員数・量
34名

595kL
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